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研究成果の概要 
本研究プロジェクトは、スラブ・ユーラシア地域とアジアの新興国多国籍企業の比較を行い、

これら新興国多国籍企業の台頭により変化している国際分業構造の変化を析出することを目的と

した。分析対象国は、スラブ・ユーラシア地域の大規模国としてロシア、中規模国としてポーラ

ンド、アジアの大規模国として中国、中規模国として台湾とし、4 人のメンバーが 1 国ずつを担当

した。 
分析枠組みは、Ramamurti（2020）による、新興国多国籍企業を捉える為の 3 つの鍵、「進化段

階：その企業がどのような進化段階にあるのか（幼児期か、青年期か、成熟期か）」「優位性：その

企業の優位性はどこから来るのか（所在する国の特性か、政府の政策（企業への補助金等）か、企

業自身が持つ特性か）」「取り巻く環境（グローバルコンテキスト）」とした。 
メンバー各自が、それぞれの担当国の多国籍企業につき研究を進めた後、Ramamurti（2020）の

枠組みに沿った比較を行い、表１のように整理した。 
次に、これら新興国多国籍企業の台頭による国際分業構造の変化分析として、UNCTAD による

FDI パフォーマンス指数（その国の GDP シェアに対する FDI のシェア）を計算した。また、OECD 
TiVA Data を用いて、グローバルバリューチェーンの前方・後方参加度を算出した（前方が上昇、

後方が下降すると、国際分業の中で高付加価値の役割に移行、という指標）。結果は表 2 の通りで、

これにより、4 カ国の多国籍企業の国際分業構造の中でのパフォーマンスを比較することができ

た。 
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表１ 

国 進化段階 国の優位性 政府の優位性 企業の優位性 取り巻く環境 
ロシア 幼児期 極めて強い  

(資源分野、ITセ
クターの熟練
労働者) 

極めて強い (鉱業、石
油、ガス、電力)、弱
い (銀行、IT, 冶金)、
地政学的状況による
不利がある 

弱い 
ICT やモバイルセクタ
ーではやや強い 
しかし CIS の中に限定
された企業優位性 

2014 年まではグロー
バルゲートウェイ、 
世界経済からのデジ
タル化のデカップリ
ング 

ポーラ
ンド 

お お む ね 幼 児
期、いくつかは
青年期 

強い（熟練労働
者、比較的安価
な労働者） 

弱い 中間 
(ソフトウェア、IT スキ
ル、アパレルブランド) 

デジタル化、ヘルス
ケア産業の変化、 
バックショア効果 

中国 お お む ね 幼 児
期、青年期や成
熟期（レノボな
ど）に移行 

極めて強い 
 (巨大な国内市
場と不熟連労
働者) 

極めて強い 
（いくつかの産業に
ついては中間） 
地政学的状況による
不利がある 

自国では強い,、 
海外では成功の見込み
がある(ICT など)、 
新興ブランド (レノボ
など)の出現 

米中貿易摩擦 
COVID-19 
デジタル化 

台湾 青年期、 
成熟期（TSMC
など） 

極めて強い 
（熟練労働者） 

1980 年代までは強い 
現在は弱い 

強い(ハイテク産業に
おけるグローバルな先
行者) 

米中貿易摩擦 
COVID-19 

表 2 
国 進化段階 国の優位性 
ロシア FDI から部分的にしか利益を得ていない(天然

資源部門) 製造業への対内直接投資は限ら
れ、対外直接投資は少なく、指数も小さい。 

直接投資が資源関連に偏っている。 
鉱物に関しては、中間財を第三国に輸出。 

ポ ー ラ
ンド 対内指数は比較的高く、対外は非常に低い。  

組立産業がほとんど。 
GVC からのネットバリューは小さい。 

中国 
対内指数・対外指数ともに低い。 後方参加度は下降傾向、同時に前方参加度は上昇傾向。こ

れは、GVC の中で、より高度な役割に移行している証左。 
台湾 

対外指数は極めて高い（海外市場と繋がること
で成長した NIES ならでは）。 サプライヤー(しかし ICT のキープレイヤー)。 
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